
伊丹市まちづくり基本条例 （改正案）についての 
パブリックコメントの実施について 

 
市民自治部まちづくり室 
ま ち づ く り 推 進 課 

 
１．案件名：「伊丹市まちづくり基本条例」（改正案） 
 
２．パブリックコメント実施の根拠 

  「伊丹市パブリックコメント制度指針」第３条第１項第１号ア（「 次に掲げる条例等

の制定または改廃に係る案の策定  ア市の基本的な制度を定める条例」） 
 
３．意見の募集期間：平成２７年１１月１５日（日）～１２月１４日（月）（３０日間） 
 
４．周知方法：広報伊丹（１１月１５日号）、まちづくり推進課ホームページ、伊丹ＳＮＳ 
 
５．案の閲覧場所：市役所１階まちづくり推進課、各支所・分室、消費生活センター、 
         東館１階行政資料コーナー、人権啓発センター、市民まちづくりプラザ、 
         図書館本館（ことば蔵） 
 
６．意見の提出方法：書面にて各閲覧場所の窓口へ提出 
          郵送、ファックス、電子メールにてまちづくり推進課へ提出 
 
７．問い合わせ先：伊丹市役所 市民自治部 まちづくり室 まちづくり推進課 

         〒６６４－８５０３ 伊丹市千僧１－１ 

         電話：０７２－７８０－３５３３ ＦＡＸ：０７２－７８４－８１３０ 

         メール：m-machi@city.itami.lg.jp 
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1． 改正の趣旨 

平成１５年１０月１日に施行された「伊丹市まちづくり基本条例」は、市民の参画と協働

によるまちづくりに関する基本的事項を定めた条例で、この条例の付則第２項には、４年以

内ごとに、この条例が、本市にふさわしく、社会情勢に適合したものかどうかを、見直しを

含めて検討することが規定されています。 
この規定に基づき、市は平成２６年４月に「伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係るア

ンケート調査」を実施するとともに、同年６月に「伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係

る市民会議」（以下「市民会議」）を設置し、１０回に亘る市民会議の議論を経て、平成２７

年３月に検討結果を「まとめ」として市に提出していただきました。この「まとめ」の内容

に基づき、附属機関である伊丹市参画協働推進委員会（以下「委員会」）に検討をしていただ

き、平成２７年９月、検討結果を答申いただきました。 
答申には、伊丹市の現状を踏まえ、自治基本条例として必要な規定内容の検討を行い、現

行の条文を見直すべき内容として４項目、新たに規定すべき内容として４項目を示していた

だきました。改正内容としては、以下「２．改正内容」の通りです。 
 
２．改正内容 

（１）現行の規定の見直しについて 
伊丹市まちづくり基本条例の、現行の規定を次のように改正。(変更箇所は下線部のとおり) 

①第７条 「市長の責務」について 
（市長の役割及び責務） 
第７条 市長は，第２条の基本理念にのっとり，市民の市政への参画の機会を確保し，市民

と協働して，まちづくりを推進するよう努めなければならない。 
２ 市長は，市政について市民に説明する責任を果たすよう努めなければならない。 
３ 市長は，市民にとってわかりやすい組織及び市民ニーズに的確に対応できる体制を整備

するとともに，職員の資質の向上に努めなければならない。 
４ 市長は，市民の代表者としてその負託に応え，公正かつ誠実に職務を遂行するとともに，

市民全体のために市政を運営しなければならない。 
 
②第９条 「対話の場の設置」について 
（対話の場の設置） 
第９条 市は，まちづくりの課題について市民の意見を求める必要があると認めるときは，

市民相互又は市民と市による対話の場を設置することができる。 
２ 市民及び市は，前項による対話を行うときは，異なる立場や考え方を互いに理解し合う

よう努めるものとする。 
３ 市民がまちづくりに関する情報を交換し，又はまちづくりの課題について熟議を行うた
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めに対話の場を設置する場合において，市民からの申出があるときは，市は，その運営に

必要な技術的支援を行うことができる。 
 
③第１１条 「行政評価の実施」について 
（行政評価の実施） 
第１１条 市は，効率的かつ効果的に市政運営を行うとともに市政に関して市民に説明責任

を果たすため，その実施し，又は実施しようとする施策及び事務事業の評価を行うものと

する。 
２ 市は，前項の評価の結果について，市民にわかりやすく公表するとともに，市民が意見

を述べる機会を設けるよう努めるものとする。 
３ 市は，第１項の評価の結果を，施策及び事務事業の見直しに活用するものとする。 
 
④第１２条 「審議会等の委員」について 
（審議会等の委員） 
第１２条 市長その他の執行機関は，その所管する審議会等の委員の構成に市民を積極的に

加えるよう努めなければならない。 
２ 前項の規定により市民を審議会等の構成員にしたときは，当該市民委員については公募

により選任するよう努めるものとする。 
３ 市長その他の執行機関は，市民が審議会等へ積極的に参画できるよう配慮しなければな

らない。 
 
（２）新たに規定すべき内容について 
伊丹市まちづくり基本条例に新たな項目として、次の内容を追加。 
①「市の職員の役割及び責務」について 
・市の職員は，公共サービスの提供に従事する者として，第２条の基本理念にのっとり，公

正かつ誠実に職務を遂行しなければならない。 
・市の職員は，効率的に職務に取り組まなければならない。 
・市の職員は，職務の遂行に必要な知識及び技能の向上に努めなければならない。 
 
②「国，他の地方公共団体及び関係機関との連携」について 
・市は，共通する課題又は広域的課題を解決するため，国，他の地方公共団体及び関係機関

と対等な立場で連携し，協力するよう努めるものとする。 
 
③「総合計画」について 
・市は，目指すべき市の将来像及びまちづくりの目標を定めるとともに，それを実現するた

めの方法や手段を総合的かつ体系的に明らかにするため，総合計画を定めるものとする。 
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・総合計画は，行政運営の基本的な方針を定める基本構想，その実現に向けた分野別の取組

みを定める基本計画及び具体的な事業を定める実施計画により構成する。 
・市長は，総合計画のうち，基本構想を定めようとするときは，議会の議決を得るものとす

る。 
・総合計画は，市民の参画により定められるものとする。 
 
④「コミュニティ」について 
・市民は，まちづくりの土台であるコミュニティを守り，育てるよう努めるものとする。 
・市民は，安心して心豊かに暮らすことができるよう，自主的にコミュニティ活動に取り組

むよう努めるものとする。 
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伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係る答申書 
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平成２７年９月８日 

 

伊丹市長 藤原 保幸 様 

 

伊丹市参画協働推進委員会 

会長 直田 春夫 

 

 

伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係る答申書 

 

 

 平成２６年１０月１７日付伊市まま第７９１号により諮問を受けたことについて，本委

員会は，慎重に審議を行った結果，下記の通り結論を得たので答申します。 

 

 

記 

 
 
１ はじめに 
  
 伊丹市では，市民の参画と協働によるまちづくりに関する基本的事項を定めた「伊丹市

まちづくり基本条例」を，平成１５年１０月１日から施行しています。本条例付則第２項

には，「市は，この条例の施行の日から４年以内ごとに，市民の参画と協働によるまちづく

りの推進状況について検討を加え，その結果に基づいて，見直しを行うものとする。」と規

定され，本条例が，本市にふさわしく，社会情勢に適合したものかどうかを，見直しを含

め検討することとしています。 

これを受けて，伊丹市参画協働推進委員会（以下「委員会」という。）では，平成２６年

１０月１７日に市長から『「伊丹市まちづくり基本条例」の見直しについて』（伊市まま第

７９１号）として諮問を受け，検討を行いました。 

市は，この答申内容に加え，本市の実状や地域特性を踏まえ，改正を行うとともに，伊

丹市まちづくり基本条例の基本理念の実現に向け，施策の推進に努めてください。 
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２ 見直し検討の方法及び経過 

  

 これまで行った数次の見直し検討結果及び伊丹市が実施した「伊丹市まちづくり基本条

例の見直しに係るアンケート調査結果報告書」，平成２６年度に全１０回に亘って開催され

た「伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係る市民会議」（以下「市民会議」という）の検

討結果を踏まえ，全５回の委員会において検討を行いました。検討内容は下記のとおりで

す。 

 なお，今回の見直し検討の中で，「議会の役割及び責務」，「議員の役割及び責務」につい

ては，市議会における「伊丹市議会基本条例」の策定に伴い，平成２６年１０月２１日付

で先行して答申しました（平成２７年３月２７日改正）。 

 

●第１回 委員会 

（開催日時） 

平成２７年５月２７日（水）１８時３０分～２０時３０分 

（検討内容） 

 ・議論「行政評価について」 

 ・議論「対話の場の設置について」 

 ・議論「情報の共有について」 

 

●第２回 委員会 

（開催日時） 

 平成２７年６月２２日（月）１８時３０分～２０時５０分 

（検討内容） 

 ・第１回委員会で議論した事項について，改正案の検討 

 ・議論「広域連携について」 

 ・議論「総合計画について」 

 ・議論「審議会等への市民参画について」 

 

●第３回 委員会 

（開催日時） 

 平成２７年７月１０日（金）１８時３０分～２１時 

（検討内容） 

 ・第１・２回委員会で議論した事項について，改正案の検討 

 ・議論「地域コミュニティについて」 

 ・議論「地域自治組織について」 
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●第４回 委員会 

（開催日時） 

 平成２７年７月３０日（木）１８時３０分～２１時  

（検討内容） 

 ・第１～３回委員会で議論した事項について，改正案の検討 

 ・議論「市長の役割と責務について」 

 ・議論「市の職員の役割と責務について」 

 

●第５回 委員会 

（開催日時） 

 平成２７年８月２５日（火）１８時３０分～２０時 

（検討内容） 

 ・第１～４回委員会で議論した事項について，改正案の検討 

 ・答申内容の確認について 
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３ 検討の結果 

 

（１）現行の規定の見直しについて 

 

①第７条 「市長の役割及び責務」について 

 検討の結果，以下の内容に改める必要があるという結論に至りました。 
 
  （市長の役割及び責務） 

第７条 市長は，市民の代表者としてその負託に応え，公正かつ誠実に職務を遂行す

るとともに，市民全体のために行動しなければならない。 

２ 市長は，第２条の基本理念にのっとり，市民の市政への参画の機会を確保し，市

民と協働して，まちづくりを推進するよう努めなければならない。 

３ 市長は，市政について市民に説明する責任を果たすよう努めなければならない。 

４ 市長は，市民にとってわかりやすい組織及び市民ニーズに的確に対応できる体制

を整備するとともに，職員の資質の向上に努めなければならない。 

 
②第８条 「情報の共有」について 

 「情報の発信について」，「情報の受信について」，「情報の共有について」といった視点

から出された市民会議の様々な意見について，委員会で検討した結果，市民会議が必要と

する内容は現行の規定から読み取れるため，改正は必要ないとの結論に至りました。 

 
③第９条 「対話の場の設置」について 

検討の結果，以下の内容に改める必要があるという結論に至りました。 

 

第９条 市は，まちづくりの課題について市民の意見を求める必要があると認めると

きは，市民相互又は市民と市による対話の場を設置することができる。 

２ 市民及び市は，前項による対話を行うときは，異なる立場や考え方を互いに理解

し合うよう努めるものとする。 

３ 市民がまちづくりに関する情報を交換し，又はまちづくりの課題について熟議を

行うために対話の場を設置する場合において，市民からの申出があるときは，市は，

その運営に必要な技術的支援を行うことができる。 

 

④第１１条 「行政評価の実施」について 

 検討の結果，以下の内容に改める必要があるという結論に至りました。 
 

第１１条 市は，効率的かつ効果的に市政運営を行うとともに市政に関して市民に説

明責任を果たすため，その実施し，又は実施しようとする施策及び事務事業の評価

を行うものとする。 

9



 
 

２ 市は，前項の評価の結果について，市民にわかりやすく公表するとともに，市民

が意見を述べる機会を設けるよう努めるものとする。 

３ 市は，第１項の評価の結果を，施策及び事務事業の見直しに活用するものとする。 

 
⑤第１２条 「審議会等の委員」について 

 検討の結果，以下の内容に改める必要があるという結論に至りました。 
 

第１２条 市長その他の執行機関は，その所管する審議会等の委員の構成に市民を積

極的に加えるよう努めなければならない。 

２ 前項の規定により市民を審議会等の構成員にしたときは，当該市民委員について

は公募により選任するよう努めるものとする。 

３ 市長その他の執行機関は，市民が審議会等へ積極的に参画できるよう，環境整備

に努めなければならない。 

 
 
（２）新たに規定すべき内容について 

 

①「市の職員の役割及び責務」について 

 検討の結果，以下の内容で新たに規定すべきであるという結論に至りました。 

 

 ・市の職員は，公共サービスの提供に従事する者として，第２条の基本理念にのっとり，

公正かつ誠実に職務を遂行しなければならない。 

・市の職員は，効率的かつ能率的に職務に取り組まなければならない。 

・市の職員は，職務の遂行に必要な知識及び技能の向上に努めなければならない。 

 

②「国，他の地方公共団体及び関係機関との連携」について 

 検討の結果，以下の内容で新たに規定すべきであるという結論に至りました。 

 

 ・市は，共通する課題又は広域的課題を解決するため，国，他の地方公共団体及び関係

機関と対等な立場で連携し，協力するよう努めるものとする。 

 
③「総合計画」について 

 検討の結果，以下の内容で新たに規定すべきであるという結論に至りました。 

 

 ・市は，目指すべき市の将来像及びまちづくりの目標を定めるとともに，それを実現す

るための方法や手段を総合的かつ体系的に明らかにするため，総合計画を定めるもの

とする。 

・総合計画は，行政運営の基本的な方針を定める基本構想，その実現に向けた分野別の
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取組みを定める基本計画及び具体的な事業を定める実施計画により構成する。 

・市長は，総合計画のうち，基本構想を定めようとするときは，議会の議決を得るもの

とする。 

・総合計画は，市民の参画により定められるものとする。 

 
④「コミュニティ」について 

 検討の結果，以下の内容で新たに規定すべきであるという結論に至りました。 

 

 ・市民は，まちづくりの土台であるコミュニティを守り，育てるよう努めるものとする。 

・市民は，安心して心豊かに暮らすことができるよう，自主的にコミュニティ活動に取

り組むよう努めるものとする。 

 
⑤「地域組織」について 

 「現在市が取り組んでいる小学校区を単位とした地域組織に関する規定をまちづくり基

本条例に入れる方向で検討してください」という市民会議の意見を踏まえ，委員会におい

て，地域組織のあり方や市の目指す地域自治の方向性等について規定すべきかどうか議論

を行いました。その結果，現在の市の取組みは現行の総合計画を受けた試行の段階であり，

試行の結果に基づき今後地域自治組織に関する条例を策定する方針であることを鑑みると，

現時点でまちづくり基本条例にこれらの事項を規定することは時期尚早であるという結論

に至りました。今後地域自治組織に関する条例を制定する時に，まちづくり基本条例につ

いても，今回の市民会議及び委員会の検討内容を踏まえ，必要な事項を規定してください。 

 
 

（３） 附記 

 今回，上記（１）及び（２）の改正を行うにあたっては，伊丹市の現状を踏まえるとと

もに，全体の整合を図ってください。 

 また，今回改正が必要ないという結論に至った部分に関しても，市民の参画と協働によ

るまちづくりを一層力強く進めていくために，市民会議で出た意見を踏まえ，事務改善に

努めてください。 

 

以上 
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伊 市 ま ま 第 ７ ９ １ 号 
平成２６年１０月１７日 

 
伊丹市参画協働推進委員会 
会長 直 田 春 夫 様 
 

伊丹市長 藤原 保幸  
 

「伊丹市まちづくり基本条例」の見直しについて（諮問） 
 
 

「伊丹市まちづくり基本条例」について，本年４月に実施した「伊丹市まちづくり基本条

例」見直しのアンケートの結果及び伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係る市民会議の

検討結果に基づき，同条例の見直しの必要性について，下記のとおり貴委員会の意見を求

めます。なお，下記１については，（仮称）伊丹市議会基本条例が今年度に制定される見込

みであることから，本年１０月に答申いただきますようお願い申し上げます。 
 

 
記 

 
１ 議会・議員に関する事項について 
２ 上記１のほか，伊丹市まちづくり基本条例にあるべき事項について 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

参考資料１ 
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伊丹市参画協働推進委員会 名簿 

（順不同，敬称略）  

  氏 名 所 属（選出区分） 

会 長 直田 春夫 
特定非営利活動法人  ＮＰＯ政策研究所 理事長 

（学識経験者） 

副会長 中山 光子 
特定非営利活動法人 宝塚ＮＰＯセンター 事務局長 

（関係団体代表者） 

委 員 阿部 昌樹 
大阪市立大学大学院法学研究科 教授 

（学識経験者） 

委 員 有田 典代 
国際文化交流協会 事務局長 

（学識経験者） 

委 員 榎本 直樹 （市民） 

委 員 酒匂 富美子 （市民） 

委 員 真野 貴夫 
（伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係る市民会議か

ら選任） 

委 員 吉本 雅一 
（伊丹市まちづくり基本条例の見直しに係る市民会議か

ら選任） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２ 
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○伊丹市まちづくり基本条例 

平成１５年３月２７日条例第１号 

 

地方分権の一層の推進によって訪れる新たな時代，地方主権時代にふさわしい都市の豊

かな個性や魅力を創出するとともに，すべての市民が伊丹のまちに住むことを誇りとし，

いきいきと活動でき，生きる喜びを共に感じられる成熟都市を創造していかなければなり

ません。 

その基盤は，自治の主権者である市民一人ひとりが市政に関心を持ち，自らの意思によ

ってまちづくりに参加する，あるいは，自らがまちづくりの担い手となって活動するとい

う，自主・自律の精神によってつくり上げる市民自治にあります。 

市民も市も，これまでのまちづくりに対する意識を改革し，まちづくりの機軸を行政主

導から市民の参画と協働へと大きく転換していかなければなりません。 

この市民の参画と協働のまちづくりを進めるためには，市民も市も，異なる立場や考え

方をお互い理解し合いながら，対話を重ね，合意に向けて努力を積み重ねるという熟議を

行うことが重要です。 

この熟議を基本に，先人が永年培ってきた歴史，文化，風土や良好なコミュニティを土

台として，市民と市が，パートナーシップを確立し，適切に役割と責任を分担し，補完し

合い，協力して，まちづくりに積極的に取り組むことが大切です。 

こうした市民の参画と協働によるまちづくりを推進し，力強い市民自治を実現するため

に，この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は，市民の参画と協働によるまちづくりに関する基本的な事項を定める

ことにより，自治の主権者である市民の主体的なまちづくりを推進し，地方自治の本旨

に基づく市民自治の実現を図ることを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 まちづくりは，市民が自らの意思によって参画し，市民と市が相互の信頼関係に

基づいて，それぞれ果たすべき役割と責任を分担し，補完し合い，協力して進めなけれ

ばならない。 

２ 市民と市は，対等なパートナーとして，まちづくりに取り組むものとする。 

３ 市は，その保有する情報を市民と共有しなければならない。 

４ 市民と市，市民相互は，参画と協働によるまちづくりの推進にあたり，熟議（異なる

立場や考え方をお互い理解し合いながら，対話を重ね，合意に向けて努力を積み重ねる

ことをいう。以下同じ。）を基本とする。 

（市民の権利） 

第３条 市民は，等しくまちづくりにかかわる権利を有する。 

参考資料３ 
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（市民の責務） 

第４条 市民は，第２条の基本理念にのっとり，自主的かつ自律的な意思に基づいて，積

極的にまちづくりに参画し，又は自らがまちづくりの主体となって活動するとともに，

市と協働するよう努めなければならない。 

２ 市民は，お互いを尊重し，支え合いながら，熟議によりまちづくりの推進に努めなけ

ればならない。 

３ 市民は，それぞれのまちづくり活動の情報を交換することによって，お互いに連携し

てその活動を推進するよう努めなければならない。 

（議会の役割及び責務） 

第５条 議会は，第２条の基本理念にのっとり，市民を代表する意思決定機関として，公

正性及び透明性を確保しつつ，その権限を行使しなければならない。 

２ 議会は，市民の意見が市政に適切に反映されているかどうか及び行政が適正に執行さ

れているかどうかについて監視し，評価しなければならない。 

３ 議会は，市政を調査し，その結果を踏まえて条例を制定するなど，政策形成機能の強

化を図らなければならない。 

４ 議会は，議会運営に関して積極的に市民に情報を公開するとともに，意思決定の過程

を明らかにし，市民への説明責任を果たすなど，開かれた議会運営に努めなければなら

ない。 

（議員の役割及び責務） 

第６条 議員は，市民の代表者としてその負託に応え，公正かつ誠実に職務を遂行すると

ともに，市民全体のために行動しなければならない。 

２ 議員は，自らの責任を認識し，高い倫理観を保持し，研さんに努めるとともに，行政

監視及び政策立案のための能力の向上に努めなければならない。 

（市長の責務） 

第７条 市長は，第２条の基本理念にのっとり，市民の市政への参画の機会を確保し，市

民と協働して，まちづくりを推進するよう努めなければならない。 

２ 市長は，市政について市民に説明する責任を果たすよう努めなければならない。 

３ 市長は，市民にとってわかりやすい組織及び市民ニーズに的確に対応できる体制を整

備するとともに，職員の資質の向上に努めなければならない。 

（情報の共有） 

第８条 市は，市民の知る権利を尊重しなければならない。 

２ 市は，その保有する情報を市民と共有するため，市民にわかりやすくその情報を提供

するとともに，市民が迅速かつ容易に情報を得られるよう多様な媒体の活用その他総合

的な情報提供の体制整備に努めるものとする。 

３ 審議会等は，市民に会議を原則として公開するよう努めるものとする。 

４ 市は，個人の権利及び利益が侵害されることのないように，個人情報の収集，利用，
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提供，管理等について，必要な措置を講じなければならない。 

（対話の場の設置） 

第９条 市は，まちづくりの課題について市民の意見を求める必要があると認めるときは，

市民との対話の場を設置することができる。 

２ 市民がまちづくりに関する情報を交換し，又はまちづくりの課題について熟議を行う

ために対話の場を設置する場合において，市民からの申出があるときは，市は，その運

営に必要な技術的支援を行うことができる。 

（市民意見表明制度の実施） 

第１０条 市は，基本的な政策等を策定するときは，事前に案を公表し，市民の意見を求

めるものとする。 

２ 市は，前項の規定により提出された意見に対する市の考え方を公表するものとする。 

（行政評価の実施） 

第１１条 市は，効率的かつ効果的に市政運営を行うとともに市政に関して市民に説明責

任を果たすため，その実施し，又は実施しようとする政策，施策及び事務事業の評価を

行い，その結果を市民に公表するものとする。 

２ 市は，前項の評価の結果について，市民が意見を述べる機会を設けるよう努めるもの

とする。 

（審議会等の委員） 

第１２条 市長その他の執行機関は，その所管する審議会等の委員の構成に市民を積極的

に加えるよう努めなければならない。 

２ 前項の規定により市民を審議会等の構成員にしたときは，当該市民委員については公

募により選任するよう努めるものとする。 

（学習の機会の提供その他の支援） 

第１３条 市は，市民がまちづくりに関し理解を深めるために必要な学習の機会を設ける

よう努めるものとする。 

２ 前項に掲げるもののほか，市は，市民のまちづくり活動を促進するため必要な助成そ

の他の支援を行うよう努めるものとする。 

（市民投票の実施） 

第１４条 市長は，広く市民の意思を直接問う必要があると認めるときは，市民投票を実

施することができる。 

２ 前項の市民投票の実施に関し，投票に付すべき事項，投票資格者，投票の期日，投票

の方法，投票結果の公表その他必要な手続については，その都度条例で定める。 

（伊丹市参画協働推進委員会） 

第１５条 市に，伊丹市参画協働推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は，市長の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査審議するとともに，市長に対し

意見を述べることができる。 
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（１） 市民の参画と協働の推進に関する施策の実施状況及び成果に関すること。 

（２） この条例の見直しその他市民の参画と協働によるまちづくりに関する重要事項 

３ 委員会は，委員１０人以内で組織する。 

４ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

（１） 市民 

（２） 関係団体を代表する者 

（３） 学識経験者 

５ 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

６ 委員は，再任されることができる。 

７ 委員会に，特別の事項を調査審議させるため必要があるときは，臨時委員を置くこと

ができる。 

８ 臨時委員は，市長が委嘱する。 

９ 臨時委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解任されるものと

する。 

１０ 前各項に定めるもののほか，委員会の組織及び運営に関し必要な事項は，規則で定

める。 

（この条例の位置付け） 

第１６条 この条例は，まちづくりの基本原則であり，市は，他の条例，規則等を定める

場合においては，この条例に定める事項を最大限に尊重しなければならない。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１５年１０月１日から施行する。 

（見直し） 

２ 市は，この条例の施行の日から４年以内ごとに，市民の参画と協働によるまちづくり

の推進状況について検討を加え，その結果に基づいて，見直しを行うものとする。 

付 則（平成２５年９月２７日条例第３４号） 

この条例は，平成２５年１１月１日から施行する。 

付 則（平成２７年３月２７日条例第１５号） 

この条例は，平成２７年４月１日から施行する。 
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